
　令和５年１１月に示した令和６年度予算編成方針に基づく要求は次のとおり。

１　要　求　額
（単位：百万円）

％

％

％

（単位：億円、％）

２　当初予算額の推移（一般会計）

令和６年１月１６日

企 業 会 計 18,209 19,854 9.0

令和６年度当初予算要求額（一般会計）

一 般 会 計 802,173 749,852 △ 6.5

特 別 会 計 390,795 378,517 △ 3.1

令和６年度当初予算要求額の概要

令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度
 伸び率

当 初 予 算 額 当初予算要求額

義 務 的 経 費

一般

行政

経費

投資的

経費

人件費

1,881 

公債費

979 

社会保障関係費

1,132 

その他

1,586 

運営費

333 

事業費

835 

公共事業等費

580 

国直轄事業負担金

108 

災害復旧事業費

62 

諸支出金 1,509

教 育 費 1,472

民生費 1,253

公債費 979

土木費 610

警察費 505

総務費 427

農林水産業費 379

衛生費 151

労働費・商工費 133 その他 80

目的別歳出
7,499億円

6,602

7,056
7,191

6,917
6,771

7,348
7,465

7,598 7,634

8,022

7,499

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6要求

（ 億円 ）

（ 年度 ）

性質別歳出
7,499億円

（1.8）

（5.1）

（8.1）

（20.1）

（16.7）

（19.6）

（13.1）

（6.7）

（1.1）

※ 各項目は億円未満の金額を四捨五入しているため、合計額と合わないことがある。

（0.8）

（25.1）

（13.1）

（15.1）

（21.1）

（11.2）

（4.4）

（7.7）

（1.5）

（5.7）

（2.0）



３　部局別の内訳（一般会計）

（単位：百万円）

４　要求額の内訳

義務的経費 → （ ＋2,587、 ＋0.5% ）

・ 人件費 （  ＋8,372、  ＋4.7% ）

・ 公債費 （  △1,151、  △1.2% ）

・ 社会保障関係費 （  ＋1,958、  ＋1.8% ）

（主なもの）

（   ＋  854、  ＋ 2.9% ）

（ 　＋  347、  ＋ 3.8% ）

（   ＋  275、  ＋ 0.9% ）

・ その他 （ △6,592、 △4.0% ）

（      皆増、 　皆増 ）

（   △8,089、 △ 8.6% ）

一般行政経費 → （ △45,814、 △28.2% ）

・ 運営費 （ ＋ 1,887、 ＋ 6.0% ）

・ 事業費 （ △47,701、 △36.3% ）

投資的経費 → （  △9,094、 △10.8% ）

・ 公共事業等費 （  △7,836、 △11.9% ）

（  △2,218、 △ 6.9% ）

（  ＋  112、 ＋ 0.7% ）

（  △5,849、 △55.7% ）

・ 国直轄事業負担金 （  △3,056、 △22.0% ）

・ 災害復旧事業費 （  ＋1,798、 ＋40.8% ）

13,899 → 10,843

4,411 → 6,209

介護給付費負担金 30,071 → 30,346

165,207 → 158,615

子ども・子育て支援新制度
給付費

9,193 → 9,540

うち単独公共 16,135 → 16,247

うちその他 10,507 → 4,658

84,163 75,069

65,853 → 58,017

うち補助公共 32,041 → 29,823

162,680 116,866

31,435 → 33,322

131,245 → 83,544

県知事選挙執行費 0 → 841

地方消費税清算金 94,322 → 86,233

後期高齢者医療費 29,821 → 30,675

99,086 → 97,935

111,270 → 113,228

555,330 557,917

179,767 → 188,139

合　　計 802,173 749,852

警 察 本 部 48,740 50,486 1,746 103.6

△ 52,321 93.5

（単位：百万円）

教育委員会 124,500 130,535 6,035 104.8

諸 局 3,011 2,977 △ 34 98.9

農林水産部 39,539 39,608 69 100.2

土 木 部 66,719 64,515 △ 2,204 96.7

子 ど も ・ 福 祉 部 122,164 123,571 1,407 101.2

産業労働部 14,124 13,170 △ 954 93.2

環境文化部 4,730 6,585 1,855 139.2

保健医療部 62,145 16,669 △ 45,476 26.8

総 務 部 307,143 291,832 △ 15,311 95.0

県民生活部 9,358 9,904 546 105.8

区　　分
令和５年度 令和６年度 増 減 額 (B)/(A)

当初予算額 (A) 要求額 (B)
(B) －

(A)
 (%)

※予算編成方針において、要求上限にかかわらず、財政当局が認めた所要額を要求できることとしていた国の河川激甚災害

対策特別緊急事業及び「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に採択された事業については、国の補正予

算に呼応した令和５年度１１月補正予算（経済対策分）で計上している。また、県庁舎耐震化工事の完了に伴い、県庁耐震

化整備事業費は皆減している（△7,066百万円）。



５　第３次晴れの国おかやま生き活きプランに基づく主な重点事業

（要求額：10,926百万円）

【少子化対策に係る主な重点事業】

① 少子化対策総合推進事業（要求額：408百万円）

うち　○　企業とのタイアップ（要求額：138百万円）

　　　○　結婚の“壁”対策（要求額：144百万円）

　　　○　空気感の醸成（要求額：13百万円）

　　　○　ライフステージに応じた切れ目のない支援（要求額：55百万円）

　　　○　市町村との連携（要求額：53百万円）

② 子ども・子育て支援環境の充実（保育人材の確保）（要求額：143百万円）

③ おかやまママ安心サポート事業（要求額：81百万円）

【１ 教育県岡山の復活】

① 学校における働き方改革の推進（要求額：371百万円）

② 私立学校の安定的な経営のための私学助成拡充（要求額：532百万円）

③ 学ぶ力の育成（要求額：8百万円）

④ 長期欠席・不登校対策（要求額：17百万円）

⑤ グローバル人材の育成（要求額：29百万円）

【２ 地域を支える産業の振興】

① 産業用地開発総合支援事業（要求額：343百万円）

② 水島港機能強化事業（要求額：35百万円）

③ 航空ネットワーク維持・拡充事業（要求額：135百万円）

④ 大阪・関西万博を契機とした周遊促進事業（要求額：125百万円）

⑤ 県北アートを切り口とした県観光振興事業「森の芸術祭　晴れの国・岡山」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（要求額：173百万円）

⑥ 冬も春も！「くだもの王国おかやま」晴苺プロジェクト事業（要求額：18百万円）



【３ 安心で豊かさが実感できる地域の創造】

① アピアランスケア等のがん支援体制強化事業（要求額：8百万円）

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業（要求額：53百万円）

③ おかやま安全・安心サステナブル防災事業（要求額：1,374百万円）

④ 水島警察署庁舎建替整備事業（要求額：259百万円）

⑤ “ひとりで悩まないで”性犯罪・性暴力被害者支援事業（要求額：8百万円）

⑥ 岡山移住・定住促進パワーアップ事業（要求額：70百万円）

⑦ 鳥獣被害防止総合対策事業（要求額：636百万円）

⑧ 瀬戸内海国立公園指定９０周年メモリアルプロジェクト（要求額：8百万円）

⑨ 第７９回国民スポーツ大会冬季大会開催事業（要求額：149百万円）

⑩ 「晴れの国おかやま」プロモーション事業（要求額：70百万円）

＜ＤＸの推進に係る主な重点事業＞

① 市町村標準化支援事業（要求額：94百万円）

② デジタル化による企業の「新たな価値づくり」支援事業（要求額：193百万円）

③ 盛土災害防止対策推進事業（要求額：82百万円）

④ 県庁デジタル推進事業（要求額：235百万円）

＜脱炭素社会に向けた対応に係る主な重点事業＞

① 脱炭素社会の実現を目指した地球温暖化対策（要求額：2,142百万円）

うち　○　家庭の省・創・蓄エネルギー導入支援（要求額：267百万円）

　　　○　事業者の脱炭素経営等支援（要求額：111百万円）

　　　○　市町村の脱炭素事業等支援（要求額：33百万円）

　　　○　県としての取組（要求額：1,729百万円）

② 水島コンビナートの競争力強化とカーボンニュートラル推進事業（要求額：43百万円）

③ ＥＶシフトに対応した産業・地域づくり推進事業（要求額：216百万円）



≪ライフデザイン構築支援≫
●赤ちゃんふれあい感動！体験等事業

●未来のパパ＆ママを育てる出前講座等推進事業

●結婚・子育てライフデザイン講座事業

≪妊娠・出産支援≫
●風しん抗体検査助成事業

●小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法
研究促進事業

おかやまママ安心サポート事業

≪子育て支援≫
●ももっこカード利用促進事業

おかやま子育て応援宣言企業活性化事業

●パパ・グランパ・グランマ力アップ事業

●地域の子育て応援事業

少子化対策に挑戦する市町村バックアップ事業

少子化分析市町村支援事業

出生数に響かせるため

特に注力する！

中・長期的な視点で

継続して取り組む！
市町村との連携を密にして

課題に対応する！

視点①
✓子育てしながら働ける環境が
重要

視点②
✓少子化のそもそものネック
の解消

視点③
✓結婚・子育てに対する前向き
な意識づくりが必要

働きやすい・安心して子育て
できる職場づくり応援事業
・経営者等の意識醸成推進事業
・企業版子育て支援情報展開事
業

・子育て応援宣言企業等取組推
進事業

“男性育休が当たり前な社会
へ”男性育児休業取得等促進
事業

若者と企業リーダーとの交流
事業

【施策の方向性】
男女ともに、安心して、子育てし
ながら働ける職場環境づくりを、企
業と一緒に進める

【現状・課題】
子育てと仕事の両立が難しい（女
性に負担が偏っている、男性の育
児参加が不十分）

おかやま出会い・結婚サポー
トセンター事業

おかやま結婚応援・気運醸成
プロジェクト事業

・応援アンバサダー

・企業等との連携

・戦略的広報

結婚応援

パスポート事業

【施策の方向性】
様々な手法やツールにより、出会
い・結婚への関心を後押しし、希望
が叶うよう支援を強化する

【現状・課題】
子どもを持つ前の「結婚」がハー
ドル
未婚化・晩婚化の一方で、結婚を
希望する人は多い

結婚、出産、子育て応援キャ
ンペーン事業

・こどもまんなかマナーアップ
県民運動

・子育て家庭留学

【施策の方向性】
若い世代に直接情報を届け、
前向きに考えられる機会を提供す
る
社会全体の意識醸成・環境整備
を進める

【現状・課題】
若い世代の結婚・子育てへの関
心や実感につながるような情報が
少ない
社会全体で応援する意識や環境
が十分ではない

岡山いきいき子どもプラン2025(仮称)策定事業

子どもが主役プロジェクト

今後５年間の計画

次期子どもプランを策定！

少子化対策総合推進事業

企業とのタイアップ！ 結婚の"壁"対策！ 空気感の醸成！

ライフステージに応じた切れ目のない支援

新

新

新

新

新

新

拡

拡

拡

拡

新

新

新



＜体制強化＞

スタッフ 1名増員

<連携体制の強化>

課題共有・情報

交換の場

（県・市町村連絡

会議の設置）

〇保育士確保、就職・復職支援

（マッチング、潜在保育士の掘り起こし 、

有償託児ボランティア 等）

〇相談支援、現任保育士のフォロー

（随時の相談対応、研修会等）

〇離職防止、職場環境改善

（相談支援、管理者セミナー 等）

県保育士・保育所支援センター

保育士養成校

（大学・短大）

市町村＜引き続き取り組む＞
～これまでの取組～

県内養成校と全面タイアップ

広域エリアでの就職面接会

３県民局単位での大規模な就職面接会を開催

保育の魅力を伝達

イメージアップ広報

ICT活用等により働きやすい職場づくりが進む

保育の現場を動画等で紹介

アピール効果を試行

保育士募集のエリア一括発信

市町村の保育士募集を県において発信

新たな制度を活用

「地域限定保育士」の導入

国が全国展開を図る地域限定保育士制度を

いち早く導入 (※法改正を前提)

＜なり手（保育士）を増やす！＞

保育士の負担軽減

◆ 保育補助者等の配置支援

国補助制度を活用し、保育補

助者（公立・私立）や保育支援者

（私立）の配置経費を支援

公立保育施設への保育支援者

の配置支援

単県事業として、公立保育施設

への保育支援者配置経費を支援

＜多様な人材を生かす！＞

センターへの登録促進

学生のうちから保育士・保育所支

援センターへの登録を促進し、早期

支援

保育職場等体験ツアー

学生を対象とする保育職場等見

学会（保育の様子・園の方針、住まい

等の地域の状況）

保育職場インターンシップ助成

インターンシップに係る費用助成

（学生の旅費等）

保育現場に

若手保育士の交流会

若手保育士が悩み等を共有・相談できる場づくり

＜頑張る保育士を応援する！＞

ICT機器導入支援

保育現場で活用できるICT機器の

見本市を開催

個別実地相談指導

保育現場の課題に応じた個別実地相談指導

＜ＤＸで職場環境を改善する！＞

連携

強化

連携

強化

保育人材の確保

新

新

新

新
新

新 新

新

新

新

新

＜学生と園・地域との

「つながり」をつくる！＞

早いうちから



　　　　　　令和6年1月16日

            （単位：百万円）

（Ｂ）－（Ａ） （％）

( 522,533 ) ( 520,509 ) ( △ 2,024 ) ( 99.6     )

555,330 557,917 2,587 100.5    

( 107,716 ) ( 109,592 ) ( 1,876 ) ( 101.7    )

111,270 113,228 1,958 101.8    

般 ( 67,402 ) ( 66,752 ) ( △ 650 ) ( 99.0     )

162,680 116,866 △ 45,814 71.8     

( 7,025 ) ( 5,996 ) ( △ 1,029 ) ( 85.4     )

65,853 58,017 △ 7,836 88.1     

( 598,454 ) ( 594,517 ) ( △ 3,937 ) ( 99.3     )

802,173 749,852 △ 52,321 93.5     

( 598,454 ) ( 594,517 ) ( △ 3,937 ) ( 99.3     )

1,192,968 1,128,369 △ 64,599 94.6     

（　　）は一般財源

96.9     

18,209 19,854

390,795 378,517

災 害 復 旧
事 業 費

( 87 ) ( 152 )

4,411 6,209 1,798

) ( 65 ) ( 174.7    

140.8    

78.7     )

13,899 10,843 △ 3,056

1,108 ) ( △ 299 ) (

78.0     

投 資 的 経 費

国 直 轄 事 業
負 担 金

( 1,407 ) (

△ 9,094

( △ 1,263 )

公共事業等費

89.2     84,163 75,069

( 85.2     )

63.7     

( 8,519 ) ( 7,256 )

)

131,245 83,544 △ 47,701

) ( △ 2,500 ) ( 94.0     
事 業 費

( 41,582 ) ( 39,082

1,887
運 営 費

( 25,820 ) ( 27,670 )

106.0    31,435 33,322

( 96.1     

( 1,850 ) ( 107.2    )

96.0     
そ の 他

( 163,390 ) ( 157,029

98.8     
公 債 費

)

165,207 158,615 △ 6,592

) ( △ 6,361 )

)

99,086 97,935 △ 1,151

) ( △ 2,588 ) ( 97.2     ( 93,847 ) ( 91,259

( 5,049 ) (( 157,580 ) ( 162,629

合   　　　　　計

一般会計の計

特 別 会 計 の 計

企 業 会 計 の 計
1,645 109.0    

△ 12,278

一般行政経費

社 会 保 障
関 係 費

一

会

計

人 件 費
103.2    )

104.7    188,139 8,372179,767

)

　　予算額　（Ａ） （Ｂ）

義 務 的 経 費

令和６年度当初予算要求額一覧表

区　　　　　分
令和５年度当初 令和６年度要求額 増　減　額 （Ｂ）／（Ａ）



            （単位：百万円）

　
（Ｂ）－（Ａ） （％）

( 107,716 ) ( 109,592 ) ( 1,876 ) ( 101.7    )

111,270 113,228 1,958 101.8    

（　　）は一般財源

            （単位：百万円）

　
（Ｂ）－（Ａ） （％）

( 7,025 ) ( 5,996 ) ( △ 1,029 ) ( 85.4     )

65,853 58,017 △ 7,836 88.1     

（　　）は一般財源

そ の 他
( 0 ) ( 0 )

△ 5,849 44.3     4,65810,507

-       )

19.9     )

( 0 ) (

101.7    

)

100.7    

維 持 修 繕
( 1,611 ) ( 321 )

2,935 ) ( 145 ) (

119

単 独 公 共
( 2,790 ) (

16,247

補 助 公 共
( 2,624 ) ( 2,740 )

841

△ 2,218

106.0    
そ の 他

( 12,615 ) ( 106.4    )( 13,419 ) ( 804 )

子 ど も
( 17,847 ) ( 18,209 ) (

398 102.1    

102.0    )362 ) (

) ( 275 ) ( 100.9    

100.9    

( △ 1,290 ) (

　　予算額　（Ａ） （Ｂ）

( 116 ) ( 104.4    )

93.1     

112

105.2    

医 療
( 47,183 ) ( 47,618 )

計

介 護
( 30,071 ) ( 30,346

　　予算額　（Ａ） （Ｂ）

( 435 ) (

公共事業等費の内訳（一般会計）

区　　　分
令和５年度当初 令和６年度要求額 増　減　額 （Ｂ）／（Ａ）

計

100.9    )

100.9    

)

44448,54348,099

社会保障関係費の内訳（一般会計）

区　　　分
令和５年度当初 令和６年度要求額 増　減　額 （Ｂ）／（Ａ）

7,170

16,135

27530,34730,072

14,056 14,897

19,44119,043

29,82332,041

7,289



　　　　　　（単位：百万円）

（％）

( 598,454 ) ( 594,517 ) ( △ 3,937 ) ( 99.3    )

802,173 749,852 △ 52,321 93.5    

（　　）は一般財源

122,164 123,571 1,407 101.2   

子 ど も ・ 福 祉 部

( 115,534 ) ( 117,674 ) ( 2,140

（Ｂ）

103.3   )

△ 15,311 95.0    

( △ 9,384 )

県 民 生 活 部

( 6,604 ) ( 6,819 ) 215 )(

総 務 部

( 282,816 ) ( 273,432 )

307,143 291,832

令和６年度当初予算要求額の内訳（一般会計）

区　　　　　分
令和５年度当初 令和６年度要求額 増　減　額 （Ｂ）／（Ａ）

　　予算額　 （Ａ） （Ｂ）－（Ａ）

( 96.7    )

119.3   

環 境 文 化 部

( 3,535 ) ( 4,218

9,358 9,904 546 105.8   

(

保 健 医 療 部

( 11,178 ) ( 8,788 )) ( △ 2,390 ) ( 78.6    

( 683 )

4,730 6,585 1,855 139.2   

)) (

産 業 労 働 部

( 8,721 ) ( 9,495

62,145 16,669 △ 45,476 26.8    

)) ( 774 ) ( 108.9   

) ( 101.9   )

農 林 水 産 部

( 13,347 ) ( 13,590

14,124 13,170 △ 954 93.2    

)) ( 243 ) ( 101.8   

土 木 部

( 13,741 ) ( 12,802

39,539 39,608 69 100.2   

)) ( △ 939 ) ( 93.2    

警 察 本 部

( 44,041 ) ( 45,570

66,719 64,515 △ 2,204 96.7    

)) ( 1,529 ) ( 103.5   

教 育 委 員 会

( 95,932 ) ( 99,226

48,740 50,486 1,746 103.6   

)) ( 3,294 ) ( 103.4   

諸 局

( 3,005 ) ( 2,903

124,500 130,535 6,035 104.8   

) ( △ 102 ) ( 96.6    

合 計

3,011 2,977 △ 34 98.9    

)


